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権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
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3-1 女
性の人
権

1

男女共同参画に
関する講座等

男女共同参画センター講座や事業の
実施
（年間８講座・事業程度）

男女共同参画センター事業として，男女共
同参画啓発講座，健康講座，人間関係講座
等１２講座・事業を実施した。

618 796 B

・男女共同参画の視点からの子育て支援や
健康増進，父親の家事参加促進等，様々な
種類の講座を通して，意識啓発を行うこと
ができた。
・参加者数が定員を下回っていた講座も
あったため，講座に魅力を感じ，申し込み
につながるような周知，広報活動の方法に
ついて，更なる検討が必要である。

男女共同参画センター講座や事業の実
施
（年間８講座・事業程度）

男女共同参画推進課

2

特集記事等によ
る広報啓発

広報における特集や主要記事の掲載 広報あしや
6月15日号　 男女共同参画週間
11月15日号  女性に対する暴力・児童虐
待・いじめ　STOP!！合同街頭啓発キャ
ンペーン
1月15日号　 女性活躍推進事業　ＡＳＨ
ＩＹＡ　ＲＥＳＵＭＥ
2月15日号　ウィザスあしやフェスタ
2018

0 0 B

・読みやすい書き方や内容を心がけ，男女
共同参画について知ってもらえるきっかけ
づくりができた。
・課題としては，掲載数でなく，より周知
すべき内容などを厳選して掲載し，啓発に
つなげる必要がある。

広報における特集や主要記事の掲載

男女共同参画推進課

3

啓発パンフレッ
ト等の発行・配
布

センター通信や若年層への啓発のた
めのデートＤＶに関するチラシな
ど，啓発パンフレット等を発行・配
布

・センター通信「ウィザス」を年4回発行
し，市内の公共施設などへ配架した。
（4,500部発行）
・デートDVに関するチラシを成人式で配
布した。また男女共同参画センターで配架
した。（ホームページにはデートDV啓発
漫画を掲載）

107 109 B

・成人式では，デートDVに関する啓発チ
ラシを配布することで，多くの若年層に
デートDVの理解を促すことができた。
課題として，デートDVだけではなく，男
女共同参画に関するテーマでチラシや啓発
パンフレットを作成する必要がある。

センター通信や若年層への啓発のため
のデートＤＶに関するチラシなど，啓
発パンフレット等を発行・配布

男女共同参画推進課

4

男女共同参画推
進条例趣旨の啓
発

・講座・事業実施時にアンケート
に，条例の認知度についての項目を
入れるとともに条例啓発パンフレッ
ト（概要版）を配付する。
・市立新中学1年生全生徒に条例啓
発パンフレット（概要版）を配布す
る。

・講座・事業実施時のアンケートに，条例
認知度についての項目を入れ，条例啓発パ
ンフレット（概要版）を配布した。
・市立新中学1年生全生徒に条例啓発パン
フレット（概要版）を配布した。
・精道中学３年生全生徒に条例啓発パンフ
レット（概要版）を配布した。

0 0 B

昨年の週間記念事業では条例全文を配布し
たが，本年は条例啓発パンフレットを（概
要版）を配布し，わかりやすく条例を知っ
てもらえるきっかけとなった。

・講座・事業実施時にアンケートに，
条例の認知度についての項目を入れる
とともに条例啓発パンフレット（概要
版）を配付する。
・市立新中学1年生全生徒に条例啓発
パンフレット（概要版）を配布する。

男女共同参画推進課

5

広報紙等による
啓発と情報提供

広報あしや・センター通信等を利用
した啓発

センター通信「ウィザス」№９０号（２０
１７年秋号）で「あしやの男女共同参画」
というタイトルで，女性の就業について
「M字カーブ」の現状や，「ワーク・ライ
フ・バランス」に関する意識について取り
上げた。
（４５００部発行）

107 109 B

センター通信「ウィザス」で女性の就業に
ついての現状やワーク・ライフ・バランス
について取り上げたことで，啓発につな
がった。

広報あしや・センター通信等を利用し
た啓発

男女共同参画推進課

6

病児保育 引き続き窓口での周知等によって利
用を促し，保護者の仕事と子育ての
両立を図るため，多様なニーズに対
応できるよう継続して事業を実施し
ていく。

市立芦屋病院施設内にて実施

利用者延べ人数：194人
（Ｈ2８：147人）
（病児保育利用者：延べ194人）
（病後児保育利用者：０人）

10,861 23,457 B

平成2８年度に比べて利用者延べ人数が増
加している。
今後の課題として，引き続き事業の周知に
努めるとともに，利便性を考慮したうえで
受入れ箇所を増やし，提供体制のさらなる
確保に努める。

窓口での周知等によって利用を促し，
保護者の仕事と子育ての両立を図るた
め，芦屋病院での病児・病後児保育事
業については，当日受付を開始する。

子育て推進課
（子育施設担当）

第3次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針進行管理調査表

○主な人権課題の方向性に沿った進行管理

②男女を通じた
労働環境の改
善，子育てや介
護を支える環境
整備の推進など
を通じ，ワー
ク・ライフ・バ
ランスを推進
し，女性の社会
参加を促進しま
す。

①講座・研修の
内容を充実し，
男女共同参画社
会の意義を普及
させます。ＮＰ
Ｏ等による市民
への啓発や各種
の活動への取り
組みを支援しま
す。
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7

留守家庭児童会 ・平日　放課後
・土日　午前9時から午後5時
・学校の長期休業日等　午前8時３
０分から午後5時
・低学年の待機児童をなるべく出さ
ない。

小学校8校（12学級）で実施（通年）
・平日　放課後から午後5時
・土日　午前9時から午後5時
・学校の長期休業日等　午前8時から午後
5時
・延長　（平日）午後5時から7時
・３月３１日を開級した。
・全市の待機児童を対象に，夏休みのみ民
間事業者に委託し，精道幼稚園でひまわり
学級のぞみを開設した。
・低学年の待機児童２名

165,570 196,967 B

・待機児童が発生したため，施設や人員等
の整備が必要となる。

・平日　放課後
・土日　午前9時から午後5時
・学校の長期休業日等　午前8時から
午後5時
・対象児童を６年生まで拡大する。
・低学年の待機児童をなるべく出さな
い。 青少年育成課

8

ノー残業デーの
実施
ＷＬＢ休暇の計
画的取得の促進
啓発

・ノー残業デーの実施
・平日午後8時に音楽を流す
・人事課職員の見回り
・ＷＬＢ休暇の計画的取得の促進啓
発

・毎週水曜日及び金曜日をノー残業デーと
し，時間外勤務する部署には申請書を提出
させ，意識づけを行った。
・帰宅意識を啓発するため，毎日午後８時
に音楽を流した。
・９月及び３月の庁議にてワーク・ライ
フ・バランス休暇の啓発を行った。
・ノー残業デーに残業をする職場には申請
書の提出を求め，人事課職員が見回り，
ワーク・ライフ・バランスの意識づけに努
めた。
・計画的な休暇取得をするよう「ワーク・
ライフ・バランス休暇の取得予定表」を配
布した。

0 0 B

・年次有給休暇の平均取得日数は，
11.96日で，前年度実績から0.27日増加
した。
・課題は，時間外勤務の削減

・ノー残業デーの実施
・平日午後8時に音楽を流す
・人事課職員の見回り
・ＷＬＢ休暇の計画的取得の促進啓発

人事課

9

育児休業・介護
休業制度につい
て市職員への普
及促進

・職員ハンドブックや掲示板を活用
し，全職員に制度の周知を図る。
・ワーク・ライフ・バランス通信を
発行し，制度について全職員への啓
発に努める。
・男性職員の育児休業取得率の増加
を目指す。女性職員の育児休業取得
率100%の維持に努める。

・育児休業・介護休業の取得を促した。
・掲示板を活用し，全職員へ制度の周知を
図った。
・掲示板にて「ワーク・ライフ・バランス
通信」を３号まで（通算15号まで）発行
した。 0 0 B

・Ｈ2９年度中に育児休業を取得した職員
は１７名（女性1３名，男性４名），介護
休業を取得した職員は１名（男性１名）で
あった。
・H29年度の育児休業の取得率：女性
100%，男性16.6%
・男性職員の育児休業・介護休業の利用率
の向上

・職員ハンドブックや掲示板を活用
し，全職員に制度の周知を図る。
・ワーク・ライフ・バランス通信を発
行し，制度について全職員への啓発に
努める。
・男性職員の育児休業取得率の増加を
目指す。女性職員の育児休業取得率
100%の維持に努める。

人事課

10

女性活躍に関す
る啓発・講座

女性活躍推進事業として，再就労等
を目指す方が参加し，役立つ内容の
パソコン講座や再就業や地域活動に
チャレンジする女性への個別相談を
実施する。（3枠×6回）

女性活躍推進事業として，女性活躍推進講
座，パソコン等就労支援講座，就労準備講
座，起業フォーラム，イクメン交流会等８
講座を開催した。

341 658 A

就労支援パソコン講座・女性のための出前
チャレンジ相談・女性のための働き方セミ
ナーについては，継続して実施できた。
「女性のための出前チャレンジ相談」は，
３回から６回へ増やすことができ，１回３
枠の予約枠もほとんど埋まっていた。
新規事業も前年度より多く実施し，また多
くの講座で募集定員より多くの参加申し込
みがあった。

女性活躍推進事業として，再就労等を
目指す方が参加し，役立つ内容のパソ
コン講座や起業や地域活動にチャレン
ジする女性への個別相談，講座等を継
続的に実施する。「女性のための出前
チャレンジ相談」は本年も3枠×6回
実施予定。

男女共同参画推進課

11

女性パソコン講
座

女性パソコン講座の実施 上宮川文化センターパソコン室でワード，
エクセルの初級操作について講義した。

96 144 Ｂ

受講者の女性の社会参加・社会貢献に役
立った。

最新パソコン及びソフトを導入し，継
続して実施する。

上宮川文化センター

③就労機会の拡
大，労働環境の
改善などを各方
面に働きかけ，
女性が働きやす
い条件と環境を
つくります。
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12

DV，セクシュア
ル・ハラスメン
ト，売買春等の
女性に対する暴
力をなくす運動

「女性に対する暴力をなくす運動」
「児童虐待防止」「いじめ防止」の
合同街頭キャンペーンを実施（11
月予定）

「女性に対する暴力をなくす運動」「児童
虐待防止」「いじめ防止」の合同街頭キャ
ンペーンを実施した（11月２４日）。
JR芦屋駅付近にて，啓発チラシ・グッズ
の入った手提げ袋を市民に対して配布。

25 22 B

女性に対する暴力について，芦屋警察や関
係団体と合同で実施することにより，より
効果的な啓発につながった。

「女性に対する暴力をなくす運動」
「児童虐待防止」「いじめ防止」の合
同街頭キャンペーンを実施（11月予
定）

男女共同参画推進課

13

女性のためのＤ
Ｖ相談

配偶者等からのＤＶ相談・支援 芦屋市DV相談室において，配偶者等から
のDV相談を行い，必要に応じて一時保護
などの支援を行った。 7,642 11,277 B

DV相談を行い，必要に応じて一時保護な
どの支援を行うことが出来た。

配偶者等からのＤＶ相談・支援

男女共同参画推進課

14

緊急一時保護等
の援護措置

関係機関と連携し，一時保護及び必
要に応じ母子自立支援施設への入所
措置を行う。

DV被害者に対し，救護施設への入所を新
規に1件実施した。

1,572 2,712 B

被害者の精神的安定を図り，自立に向けた
準備が可能となった。
施設を見つけるまでに時間を要す。

保護した者の生活の向上を図り，自立
に向けた支援を進める。 生活援護課

子育て推進課

15

ＤＶ被害者支援
ネットワーク会
議の開催

被害者支援のため庁内を含めた関係
機関による連携会議を開催

DV被害者支援ネットワーク会議を開催し
た（７月１０日）。

0 0 B

芦屋警察署生活安全課，芦屋市医師会によ
るDV被害者支援の研修を行ったことで連
携を図ることができた。

被害者支援のため庁内を含めた関係機
関による連携会議を開催。ネットワー
ク専門部会については平成30年度よ
り２回程度開催。

男女共同参画推進課

⑤若年層に対す
るデートＤＶの
予防に関する啓
発活動を進めま
す。 16

刊行物による啓
発

センター通信や若年層への啓発のた
めのデートＤＶに関するチラシな
ど，啓発パンフレット等を発行・配
布

デートDVに関するチラシを作成し，男女
共同参画センターでの配架，成人式での配
布を行った（７００部発行）。ホームペー
ジにはデートDV啓発漫画を掲載。
センター通信「ウィザス」№９１号（２０
１７年冬号）で「それ，DVです。相談し
ませんか？」というタイトルで，デート
DVについても取り上げた。（４５００部
発行）

107 109 B

・チラシやセンター通信の配架・配布を行
うことで，デートDVの啓発につながっ
た。
・成人式では，啓発チラシを配布すること
で，多くの若年層にデートDVの理解を促
すことができた。

センター通信や若年層への啓発のため
のデートＤＶに関するチラシなど，啓
発パンフレット等を発行・配布

男女共同参画推進課

⑥市附属機関な
どの施策決定過
程への女性の参
画促進を図ると
ともに，女性の
職業生活におけ
る活躍を推進す
るための取組を
行います。

17

女性委員比率４
０％を目標に積
極的な男女共同
参画推進

市附属機関等における女性委員の割
合は目標値（40%）まで増加させ
る。

市附属機関等における女性委員の割合が
H29.4.1は36.9%となった。

0 0 C

平成2８年度（38.9%）より女性委員の割
合は減少となってしまった。計画策定時の
目標値を40％としているため，今後も増
加に向けて取り組む必要がある。

市附属機関等における女性委員の割合
を目標値（40%）まで増加させる。

男女共同参画推進課

④性差別による
暴力防止につい
ての啓発を推進
します。芦屋市
ＤＶ相談室の相
談機能の充実に
よってDV被害を
防止します。DV
被害者の早期発
見・安全確保な
どの支援を警
察・市・県等の
関係機関が連携
し行います。

3
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3-2 子
どもの
人権 18

子どもの権利条
約の周知

年齢に応じた子どもの権利条約の冊
子を配布

「子どもの権利条約」のリーフレットを保
育所3歳児，幼稚園年長組・小学校6年
生・中学校3年生などに配布 0 0 B

子どもの人権について周知・啓発を行っ
た。中学校の授業では教材として活用され
る等，啓発が進んだ。

年齢に応じた子どもの権利条約の冊子
を配布 子育て推進課

（こども係）

19

いじめ・児童虐
待防止啓発事業

【いじめ防止】
教育委員会や市内の小中学校等関係
機関と更なる連携を図り，いじめ防
止啓発事業を継続実施することで，
市内全域にいじめ防止意識を定着さ
せる。
【児童虐待防止】
児童虐待防止月間に｢児童虐待防止｣
「いじめ防止」と｢女性に対する暴
力をなくす運動｣の合同街頭キャン
ペーンを実施(11月予定)

【いじめ防止】
・いじめ問題対策連絡協議会の実施（５
月，１０月）
・いじめ防止啓発事業「親子で考えよう！
いじめをなくす魔法のことば」の募集（対
象：市内在住・在学の小中学生）（７月～
９月）
・いじめ防止啓発街頭キャンペーンの実施
（１１月）
・いじめ防止啓発事業の受賞者表彰式・講
演会・展示会の実施（表彰式・講演会：保
健福祉センター，展示会：市役所，阪神芦
屋駅地下通路）（１１月～１２月）
・いじめ防止の状況等の変化に対応するた
め「芦屋市いじめ防止基本方針（改定
版）」を作成（３月）

【児童虐待防止】
11月の「児童虐待防止推進月間」に「DV
防止対策」，「いじめ防止対策」との合同
キャンペーンを実施
キャンペーングッズやチラシの配布等行う
ことで虐待防止への関心を高める取り組み
を行った。

【いじめ
防止】
319

【児童
虐待防
止】
98

【いじめ
防止】
241

【児童
虐待防
止】
81

A

【いじめ防止】
平成27年度から2年連続で実施していた
標語の募集について，小中学生がより考え
やすいよう，語数指定の無い「いじめをな
くす魔法のことば」という形式で募集した
ところ，小学生の応募数が増加した。ま
た，受賞者の表彰式と同日に講演会も開催
し，市民全体に対して広くいじめ防止の啓
発を行った。
今後は，いじめ問題対策連絡協議会をより
実効性のあるものにするため，関係機関と
の連携方法の検討を行うとともに，学校現
場におけるいじめの実態について，協議会
委員や市民に対して情報提供を行う機会を
持つ。

【児童虐待防止】
「DV防止対策」「いじめ防止対策」との
共同の取り組みで効果的な啓発ができ，大
勢の方の参加を得ることができた。

【いじめ防止】
教育委員会や市内の小中学校等関係機
関と更なる連携を図り，いじめ防止啓
発事業を継続実施することで，市内全
域にいじめ防止意識を定着させる。

【児童虐待防止】
児童虐待防止月間に｢児童虐待防止｣
「いじめ防止」と｢女性に対する暴力
をなくす運動｣の合同街頭キャンペー
ンを実施(11月予定)

子育て推進課
（政策係）
（子育て支援センター）

20

子育て（来所・
電話）相談

子育てに対して不安等を抱える養育
者に対し，子育てホットラインでの
相談，窓口相談，また，家庭児童相
談室を利用できない時間帯（夜間・
休日）にも電話で相談できる体制を
整えることにより，子育ての負担等
を軽減する。

相談件数
・子育てセンター2,535件
・夜間・休日電話（児童養護施設三光塾に
委託）　延べ380件

502 562 B

子育てセンターを中心に，職員が積極的に
話しかけることで相談のきっかけづくりを
行い，細やかに相談に応じている。

子育てに対して不安等を抱える養育者
に対し，窓口相談，また，家庭児童相
談室を利用できない時間帯（夜間・休
日）にも電話で相談できる体制を整え
ることにより，子育ての負担等を軽減
する。

子育て推進課子育て支援
センター

21

家庭児童相談 家庭児童相談員が家庭の養育につい
ての悩みや心配ごとの相談に応じ
る。また，子どもの虐待に関する相
談・指導・訪問等適切な対応を行
う。

相談件数：292件
うち児童虐待に関するもの 68件

16,270 14,680 B

保健センター・教育委員会等関係機関と連
携をとり，支援が必要な児童の早期発見，
対応を図った。

家庭児童相談員が家庭の養育について
の悩みや心配ごとの相談に応じる。ま
た，子どもの虐待に関する相談・指
導・訪問等適切な対応を行う。

子育て推進課子育て支援
センター

22

いじめ問題対策
審議会の運営

・芦屋市いじめ防止基本方針に基づ
き，いじめの防止等のための対策に
関する事項や重大事態に係る事実関
係に関する事項について審議し，い
じめ問題に対する未然防止・早期発
見やその対応について提言を受け
る。
・芦屋市いじめ防止基本方針の改定
を行う。

年２回実施
平成２９年８月２２日（火）
平成３０年２月１９日（月）

・県の改定を受けて，芦屋市いじめ防止基
本方針の改定を行った。

128 198 B

・「 重大事態が起こった場合の対応」や
「 学校におけるいじめに対する組織対
応」について，具体的事例をもとに協議を
行い，各学校に対して，指導・提言を行う
ことができた。

芦屋市いじめ防止基本方針に基づき，
いじめの対策の現状や事例を基に事実
関係について審議し，いじめ問題に対
する未然防止・早期発見やその対応に
ついて提言を受ける。 学校教育課

①子どもの権利
条約，児童虐待
防止法などにつ
いて，その意義
と内容の周知・
啓発を進めま
す。

②いじめの防
止・早期発見に
ついては，「芦
屋市いじめ防止
基本方針」など
に基づき，通報
体制や相談体制
の充実を図りま
す。また，児童
虐待について
も，「児童虐待
防止法」に基づ
き，通報体制や
相談体制の充実
を図るととも
に，学校等と関
係機関との連携
を強化します。

4
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権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
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決算額
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H３０歳出
予算額
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23

カウンセリング
センター相談事
業

・カウンセリングセンターに業務委
託し，児童生徒の健全育成及び保護
者，教師のカウンセリングを行い，
心身の安定を図るとともに，定期的
に情報交換を行い，支援に当たる。
・他の相談機関と整理，統合も視野
に入れて連携の充実を目指す。
・教育相談事業の更なる啓発や周知
に努め，相談業務の質と量の充実を
図る。

・芦屋市カウンセリングセンターに業務委
託し実施した。（電話相談１１２件　面接
相談２１３件）

相談窓口ポスターを作成し，各学校へ配
布，掲示をおこなった。 3,225 3,246 B

・相談対象の高校生の割合が，全体の２
３．１％となっており，本事業を行うこと
でスクールカウンセラーへ相談できない年
代への対応を行うことができた。

・カウンセリングセンターに業務委託
し，児童生徒の健全育成及び保護者，
教師のカウンセリングを行い，心身の
安定を図るとともに，定期的に情報交
換を行い，支援に当たる。
・他の相談機関との連携を意識し支援
の充実を目指す。
・教育相談事業の更なる啓発や周知に
努め，相談業務の質と量の充実を図
る。

学校教育課

24

青少年愛護セン
ター相談事業

・青少年の問題全般について，電
話，来所及び訪問による相談活動を
実施する。
・相談窓口の充実

相談件数１６件

0 0 B

・青少年愛護センター職員（教育職）が対
応しているため，学校との連携は取りやす
い。

・青少年の問題全般について，電話，
来所等による相談活動を実施する。

青少年愛護センター

25

要保護児童対策
地域協議会の運
営

代表者会議年１回，実務者会議年４
回以上，ケース検討会議を必要に応
じて開催
児童虐待防止研修会を開催

要保護児童対策地域協議会での連携(子育
て推進課主催)
代表者会議１回,実務者会議4回,個別ケース
検討会議224回,児童虐待防止研修会1回開
催し，配偶者暴力相談支援センターや県機
関等との連携した。

0 0 B

法理解や実務者，担当者間の信頼関係によ
り，複数の関係機関との連携による支援が
実現した。

代表者会議年１回，実務者会議年４回
以上，ケース検討会議を必要に応じて
開催
児童虐待防止研修会を開催 子育て推進課子育て支援

センター

26

あい・あいるー
むの実施

市内の公共施設を活用し，親子で気
軽に立ち寄れる場所を提供する。民
生委員・児童委員がスタッフとな
り，相談・助言・情報提供を行う。
周知のため。保健センターと連携
し，４ヶ月児健診の際に案内し，利
用者の増加を図る。

公共施設5か所（打出教育文化センター，
潮芦屋交流センター，上宮川文化セン
ター，三条集会所，朝日ケ丘集会所）で実
施した。
開催回数：56回
利用者数：575名

97 137 B

地域で気軽に立ち寄れる居場所づくりを
行った。子育て親子が地域と交流できるよ
う，今後，事業のさらなる周知が必要。

市内の公共施設を活用し，親子で気軽
に立ち寄れる場所を提供する。民生委
員・児童委員がスタッフとなり，相
談・助言・情報提供を行う。
周知のため。保健センターと連携し，
４ヶ月児健診の際に案内し，利用者の
増加を図る。

子育て推進課子育て支援
センター

27

自主活動グルー
プの育成・支援

自主活動グループの育成・支援と交
流の場の提供を行っていく。

自主活動グループ：1２グループ
実施回数269回　延4604人
グループ交流会：3回
講師料の提供

71 140 B

グループ交流会を実施することでグループ
の情報交換ができた。また，各グループへ
講師料の提供を通して，活動活性化のため
の支援を実施した。

自主活動グループの育成・支援と交流
の場の提供を行っていく。

子育て推進課子育て支援
センター

28

地域主体の見守
り活動

青少年育成愛護委員の地道な活動を
継続する。単に子どもの見守り活動
にとどまらず，地域のコミュニティ
を醸成し、まちづくりにも積極的に
参加する。

育成愛護委員数２１６人。巡視回数６０６
回。　延べ参加人数５１２０人。各班集会
（8班）月1回。市内合同パトロールを１
０月２０日に実施して６７人が参加した。

3,300 3,440 B

青少年育成愛護委員による日常的な街頭巡
視活動（子どもの見守りや声かけ・通学路
の点検・街路公園等の点検等）を行ってい
る。市の青少年の落ち着いた状況を維持
し，健全育成に貢献している。

委員数や巡視回数が毎年増加の傾向に
あり，その安定した運営が継続できる
ようにする。

青少年愛護センター

29

安全教育推進事
業

家庭や地域と連携し，子どもたちが
安全な環境で安心して学校生活が送
れるよう，安全確保のための体制を
確立し，安全教育及び防犯教育を地
域ぐるみで推進する。
特に，幼稚園と小学校１年生の歩行
訓練の中に，自転車の乗り方につい
て指導する内容を盛り込み，保護者
啓発も図りながら自転車事故の防止
に取り組む。
・精道中学校区３小学校で通学路点
検を実施する。

・幼稚園・小学１年生での歩行訓練，小学
４年生・中学生の自転車教室の内容をＰＤ
ＣＡサイクルに基づき，地域環境と発達段
階にあった内容になるよう検討し，実践し
てきた。
・精道小学校，宮川小学校，打出浜小学校
の通学路点検を実施し，通学路の安全を確
保すると共に，登下校時の交通ルールにつ
いて指導が必要な内容について明確にし，
校外児童会等で児童に指導した。
・Jアラート発生時の対応について整備
し，学校園での避難訓練及び保護者への周
知を図った。

1,180 361 B

交通安全教室の内容を，地域の環境に合わ
せ，子どもたちの意識が高まるよう見直し
た。繰り返し指導してきたことで，自転車
及び自動車の交通事故が減少した。また，
自転車に乗る際の子どものヘルメット着用
義務や保護者への啓発も行ったことで周知
が図られた。
今後も引き続き，交通安全や防犯教室を開
催し，家庭とも連携しながら，安全及び防
犯の意識を身に着けられるよう周知を図
る。

・家庭や地域と連携し，子どもたちが
安全な環境で安心して学校生活が送れ
るよう，安全教育及び防犯教育を地域
ぐるみで推進することを継続する。
・幼稚園の卒園前の交通安全教室の実
施や小学校入学時の歩行訓練等に継続
して取り組む。防犯については保護者
啓発も図りながら，計画実施する。
・山手中学校区の山手小学校，朝日ケ
丘小学校・岩園小学校で通学路点検を
実施する。

学校教育課

④防犯・防災体
制の充実，見守
り活動の推進な
ど，子どもに
とって安全な地
域・社会の実現
に努めます。

③地域の協力や
子育てグループ
の育成などを通
じ，子育てを地
域社会で支援す
ることを促進し
ます。
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3-3 高
齢者の
人権

①関係機関との
連携を密にし，
財産侵害，虐待
などの早期発見
を図ります。
権利擁護支援セ
ンターについて
の広報と相談体
制の充実に努め
ます。 30

権利擁護推進事
業

・市民後見人について，行政内や関
係機関への周知。
・養護者による虐待対応マニュアル
の完成及び行政，関係機関への改訂
内容の啓発。
・障がい者福祉施設へのアンケート
調査・研修の実施。

・芦屋市権利擁護支援センター運営委員会
２回開催（６月・3月）
・芦屋市権利擁護支援システム推進委員会
３回開催（6月・12月・３月）
・権利擁護支援者人材バンク登録２１名
・ワークショップ　５地区開催（岩園・宮
川・三条・潮見・朝日ケ丘）
・市民後見人について福祉部内部にてケー
スを通して周知の実施
・養護者による高齢者虐待対応マニュアル
の改訂
・障がい者福祉施設へのアンケート調査を
実施し，アンケート結果をもとに障がい者
福祉施設従事者を対象とした研修会の開催
（３月１日）
・社会福祉協議会法人後見３件受任

2,250 2,350 B

・小地域でのワークショップにて「権利擁
護」をテーマに作成した紙芝居を用い，地
域における権利擁護支援について周知・啓
発を行ったことで，地域で取り組み可能な
権利擁護支援のイメージを持つことにつな
がった。
・虐待対応マニュアルの改訂により，権利
擁護支援システムの構築と推進を行った。
・今後，市民後見人活動マニュアルを用い
た研修や，市民後見人の推薦システムを活
用した運用，虐待対応マニュアルの改訂を
行った後の研修を行うことが必要。

・市民後見人について，行政内や関係
機関への周知。
・市民後見人活動マニュアルを用いた
研修の実施。
・養護者による虐待対応マニュアルを
用いた行政，関係機関への改訂内容の
啓発
・ワークショップ　４地区にて実施。
（山手・精道・打出浜・浜風）

地域福祉課

31

医療機関等との
連携

・在宅医療・介護連携支援センター
の役割や具体的活用事例の周知啓発
により，年間相談件数を増やす。

・「在宅医療・介護連携支援センター」を
医師会医療センター内に設置。平成28年
4月より運用を開始した。平成２９年度相
談件数は142件。
（平成２８年度実績：１０２件）

8,208 8,208 B

・在宅医療・介護の連携を推進することに
より，住み慣れた地域で自分らしい生活を
営むことができる。課題として，相談窓口
のさらなる周知が必要である。

・在宅医療・介護連携支援センターの
役割や具体的活用事例の周知啓発によ
り，年間相談件数を増やす。

地域福祉課

32

高齢者生活支援
センターの機能
強化

・自立支援型地域ケア会議に向け，
検討をする。

市内４箇所の高齢者生活支援センターで自
立支援型地域ケア会議のあり方を検討した
後に，11月に専門職を招いた検討会を実
施。

0 400 B

自立支援型地域ケア会議のあり方を専門家
を招いた検討会で，①自立生活を阻害して
いる要因を探る，②課題解決のために必要
な支援内容を専門職等から意見を聞く，③
課題解決のための目標の設定，④地域課題
を解決するために必要な資源。上記４つを
検討できる会議にすることが必要であるこ
とが分かった。

自立支援型地域ケア会議を活用し，リ
ハビリ職等と連携して多職種が参加
し，専門職の意見を取り入れる体制を
構築する。

高齢介護課

33

認知症初期集中
支援事業

・高齢者の支援を行う高齢者生活支
援センターやケアマネジャーに対し
てチームの役割の周知を行い，対応
件数を増やす。

・平成28年4月より認知症初期集中支援
チームを設置し，各高齢者生活支援セン
ターで把握した対象ケースについて医師・
看護師・高齢者生活支援センター職員を構
成員とするチームで初期集中支援を実施し
た。平成２９年度対応実績は5件。
（平成２８年度実績：３件）

4,355 5,400 B

・チームによる集中的な支援により，受診
や介護サービス利用につながっていない方
を適切な支援につなぐことや，家族支援を
行うことにより，課題解決につながった。
今後の課題として，対応件数が少ないた
め，チームの役割を周知していく必要があ
る。

・高齢者の支援を行う高齢者生活支援
センターやケアマネジャーに対して
チームの役割の周知を行い，対応件数
を増やす。
・認知症地域支援推進員等と対応事例
について共有し，より効果的な支援体
制について検討する。

地域福祉課

③自治会，自主
防災会，民生児
童委員などとも
連携して高齢者
を地域で見守り
支援する体制づ
くりを進めま
す。

34

災害時の要援護
者支援の取組

・台帳の情報を活用した防災訓練の
実施と参加者へのアンケートの実
施。
・要配慮者名簿の受け取りについて
自治会への説明を実施。
・緊急・災害時要援護者台帳の取扱
いについて民生委員・児童委員各ブ
ロック会において説明を実施
・緊急・災害時要援護者台帳システ
ムを導入し，緊急・災害時や平常時
からの見守り活動等円滑な支援が行
える体制整備を行う。

・民生委員・児童委員による平常時からの
見守り活動を実施
・緊急・災害時要援護者台帳の取扱いにつ
いて民生委員・児童委員各ブロック会にお
いて説明を実施した。
・緊急・災害時要援護者台帳システムを導
入し，緊急・災害時や平常時からの見守り
活動等円滑な支援が行える体制整備を行っ
た。

6,621 540 B

・自治会，自主防災会，福祉推進委員と要
配慮者名簿の取り交わしを行った。
・緊急・災害時要援護者台帳システムの導
入により，地図と台帳を連携させることで
支援者が活用しやすい帳票を作成すること
ができた。
・緊急・災害時要援護者台帳の普及啓発を
行い，登録者数を増加させることが課題で
ある。

・緊急・災害時要援護者台帳の取扱に
ついて，民生委員・児童委員各ブロッ
ク会において説明を実施
・支援者の意見を聴取し，緊急・災害
時要援護者台帳システムの更なる活用
を図る。
・緊急・災害時要援護者台帳の普及啓
発を行い，登録者数を増加させる。

地域福祉課
高齢介護課
障害福祉課

②医療機関との
連携，高齢者生
活支援センター
の機能強化を進
めます。

6



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

35

地域見まもり
ネット事業

地域見まもりネットの参加事業者の
増加に努める。

・個別に事業所を訪問し，事業への参加を
促した。（Ｈ２９：登録事業者数　１２６
件）
・地域見まもりネットの参加事業者へ認知
症高齢者の見守り・ＳＯＳネットワークへ
の協力を依頼した。

0 0 B

主要な商店街への呼びかけは回り終え，当
初の目標であった100件を達成した。

事業者に直接呼びかけ，新規の参加事
業者を増やす。

高齢介護課

36

地域発信型ネッ
トワーク会議の
開催

各課題に対する認識の地域差の解
消，課題解決のための資源の見直
し・発掘を目指し，改めて全市的に
地域再発見として地域アセスメント
を行う。

・小地域福祉ブロック会議２３回（Ｈ２
８：１１回）
・中学校区福祉ネットワーク会議３回
（小地域福祉ブロック会議・中学校区福祉
ネットワーク会議出席者計１０１５名）
（Ｈ２８：１回　出席者　４７３名）
地域ケアシステム検討委員会３回 地域福
祉推進協議会２回

2,242 2,348 A

・社会資源の把握等を目的に「地域白書」
の作成を各町で取り組んだことで，開催回
数や参加人数の増加につながった。
・「地域白書」作成を通して，各町の社会
資源や課題を町単位で認識することがで
き，解決に向けて取組の検討を始めた。
・各課題に取り組むための地域資源の把握
や，各課題に対する認識に地域差がある。

平成２９年度作成した「地域白書」を
活用しながら「課題抽出・課題解決」
のボトムアップ型の会議から地域の活
動の活性化を推進する。

地域福祉課

37

認知症施策 ・認知症当事者インタビューと事業
者アンケートを実施し，認知症に関
する課題を把握する。
・認知症ケアパスの作成

認知症の方との接客経験及び来客した場合
の対応についてインタビューし，言動が気
になったことが多数を占めていること，ま
た，認知症の方の対応についても気づき，
対応できていることが分かった。
認知症ケアネット作成のためにプロジェク
トチームを発足後に，各関係団体からもヒ
アリングを実施し，意見を参考に作成し
た。

6,556 0 B

認知症の方への接客等についてインタ
ビューをすることで，住民が考えている生
の声を取得できた。
課題として，①認知症の当事者を中心とす
る地域の醸成，②認知症サポーター養成講
座の質・量の充実，③認知症相談センター
としての機能強化，④若年性認知症の方の
ニーズ把握と資源の整備の4つが課題であ
ると認識した。また，認知症ケアネット作
成について，より住民が手にとりやすいも
のにするために，次年度以降に再度検討が
必要になった。

左記の４つの課題解決のために，現状
を把握する。
認知症ケアネット作成の際に，より住
民が手にとりやすいものにすること及
び普及啓発の実施

高齢介護課

38

認知症サポー
ター養成事業

年間受講者1,000人は目標として維
持しつつ，小・中学生等の受講者増
加を目指す。

認知症サポーター養成講座を総合事業の
サービス従事者研修のカリキュラムに入れ
る等の工夫を行い，年間受講者数769人
を方の受講があった。
今年度から，従来の講座の開催に加えて，
キッズスクエアでの開催（１回）を行い，
小・中学生の受講者の増加に取り組んだ。

1,500 1,500 B

・認知症に関する正しい知識を持つ人が増
えることにより認知症の人の見守りやサ
ポートが行える人が増え，認知症の人・家
族が暮らしやすい地域になる。課題とし
て，認知症サポーター養成講座を幅広い世
代に受講してもらう工夫が必要。
・関係機関と協議を行い，キッズスクエア
での開催を行うことができた。キッズスク
エアでの開催を全市に広げることができる
よう取り組む必要がある。

年間受講者1,000人は目標とし，
キッズスクエアでの開催を始め，小・
中学生等の受講者増加を目指す。

地域福祉課

39

生きがい・社会
参加促進事業

・高齢者生きがい活動支援通所事業
について必要な見直しや拡充を検討
し，閉じこもりがちな高齢者が社会
参加しやすい体制づくりを図る。
・継続して高齢者が参加できる行事
を開催し，社会参加を促進する。

・高齢者生きがい活動支援通所事業は，平
成29年度から新規の事業者が新たな教室
を開設した。
・継続して高齢者が参加できる行事を開催
した。
高齢者のつどい：約４００人
スポーツ大会：雨天中止

154,500 166,467 B

・高齢者のバス利用について分析を行った
結果，市が実施する「高齢者バス運賃助成
事業」を利用するよりも民間の社会資源を
活用する方が安価になる方がいることが判
明した。今後どのように民間の社会資源を
周知できるかが課題である。

・高齢者のバス利用者へ民間の社会資
源を周知し，市民の選択肢を広げる。
・継続して高齢者が参加できる行事を
開催する。

高齢介護課

40

シルバー人材セ
ンター支援

会員の増強，受注の拡大が図れるよ
う支援する。

・継続してシルバー人材センターの運営費
を補助した。
・シルバー人材センターと定例会（年２
回）を実施し，意見交換を行った。
・9月（高齢者月間）に本庁舎の展示ス
ペースにおいてシルバー人材センターの活
動の周知を行った。
会員数：１，１０９人（前年度から17人
増加）
受注金額：４億６９２４万円（前年度から
64万円減少）

20,000 20,000 B

会員が増加するとともに，会員同士の交流
が活発になった。

・継続してシルバー人材センターの運
営費を補助する。
・シルバー人材センターと定例会（年
２回）を実施し，意見交換を行う。
・9月（高齢者月間）に本庁舎の展示
スペースにおいてシルバー人材セン
ターの活動の周知を行う。 高齢介護課

⑤元気な高齢者
の社会参加と就
労の機会を充実
し，生きがいの
増進に努めま
す。

④支援が必要な
高齢者の把握に
努めるととも
に，認知症に関
する正しい知識
の普及・啓発な
どを進めます。
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

41

交通安全施設の
バリアフリー化

・転落防止柵工事の実施。
箇所数：10箇所　　施工延長：５
２０ｍ
・既存歩道の段差切下げによるバリ
アフリー化工事の実施。
箇所数：３８
・交通安全対策として啓発看板の設
置。

・転落防止柵工事の実施。
箇所数：１１箇所　　施工延長：４０５ｍ
・既存歩道の段差切下げによるバリアフ
リー化工事の実施。
箇所数：２２
・交通安全対策として。啓発看板（巻き
シート，路面シール等）を設置。

26,045 29,272 B

・旧規格や老朽化した交通安全施設（転落
防止柵，ガードレール等）の改修及び新設
並びに歩道切下げ部のバリアフリー化によ
り，歩行空間の安全性向上につなげてい
る。課題として近年の人件費等の高騰によ
り，１箇所あたりの施工金額が上昇し，当
初予定件数を達成できなくなる可能性があ
る。
・巻きシート等啓発看板の設置数が増加す
ることで，啓発効果の低下が懸念されるこ
とに加え，景観への影響や公共サイン計画
との整合性が今後課題となる可能性があ
る。
・啓発看板，巻きシートは電柱に設置して
いるが，無電柱化の進捗に伴い，啓発物の
設置方法の検討が必要となる。

・転落防止柵等工事の実施。
箇所数：１３箇所　　施工延長：１６
３ｍ
・既存歩道の段差切下げによるバリア
フリー化工事の実施。
箇所数：４０
・交通安全対策として。啓発看板（巻
きシート，路面シール等）を設置。

道路課

42

公園施設のバリ
アフリー化

公園の整備・施設改修の際には，施
設の安全基準，移動円滑化基準に
沿った改修を実施する。

西浜公園園路のバリアフリー化
宮塚公園園路のバリアフリー化

26,848 34,106 B

国庫補助金の配分額の減少のため，公園整
備及び施設改修が計画どおりに実施できな
い場合があるため，課題となっている。

公園の整備・施設改修の際には，施設
の安全基準，移動円滑化基準に沿った
改修を実施する。 公園緑地課

43

公共建築物のバ
リアフリー化

公共施設の改修計画に合わせて，バ
リアフリー化を進めていく。

２公共施設（潮見幼稚園・浜風小学校）に
おいて多目的トイレの改良，段差解消を実
施した。（多目的トイレのバリアフリー化
率81.7%）

421,731
（施設全
体の改修
工事費を
含む）

891,229
（施設全
体の改修
工事費を
含む）

B

改修した公共施設について，安全で利用し
やすい施設となった。

分庁舎・岩園保育所・西浜公園におい
て多目的トイレの設置，浜風小学校に
おいてスロープの設置

建築課

3-4 障
がいの
ある人
の人権

①啓発活動や地
域での交流活動
などを充実し，
障がいに対する
差別意識や偏見
をなくすため人
権意識の高揚に
努めます。

44

障がい理解のた
めの啓発

庁内プロジェクトチーム終了後も，
障がいを理由とする差別の解消につ
いて継続的に取り組んでいく。ま
た，改訂後の「啓発冊子」を活用
し，市内の公立小・中学校における
福祉学習を通じて，障がいに対する
理解を促進する。

社会福祉協議会を通じて、市内の小学校の
福祉学習時に障害理解のための啓発のため
に「冊子」を活用いただいた。

0 0 B

効果測定のための手段がなく、今後の検討
課題と認識している。

効果測定の方法について、引き続き社
会福祉協議会と検討し、周知活動につ
いても行っていく。

障害福祉課

②ノーマライ
ゼーションやユ
ニバーサルデザ
インの理念の一
層の普及を図る
とともにバリア
フリー化などを
進め，だれもが
安心・安全・快
適に暮らせるま
ちづくりをめざ
します。

45

交通安全施設の
バリアフリー化
（再掲）

・転落防止柵工事の実施。
箇所数：10箇所　　施工延長：５
２０ｍ
・既存歩道の段差切下げによるバリ
アフリー化工事の実施。
箇所数：３８
・交通安全対策として啓発看板の設
置。

・転落防止柵工事の実施。
箇所数：１１箇所　　施工延長：４０５ｍ
・既存歩道の段差切下げによるバリアフ
リー化工事の実施。
箇所数：２２
・交通安全対策として。啓発看板（巻き
シート，路面シール等）を設置。

26,045 29,272 B

・旧規格や老朽化した交通安全施設（転落
防止柵，ガードレール等）の改修及び新設
並びに歩道切下げ部のバリアフリー化によ
り，歩行空間の安全性向上につなげてい
る。課題として近年の人件費等の高騰によ
り，１箇所あたりの施工金額が上昇し，当
初予定件数を達成できなくなる可能性があ
る。
・巻きシート等啓発看板の設置数が増加す
ることで，啓発効果の低下が懸念されるこ
とに加え，景観への影響や公共サイン計画
との整合性が今後課題となる可能性があ
る。
・啓発看板，巻きシートは電柱に設置して
いるが，無電柱化の進捗に伴い，啓発物の
設置方法の検討が必要となる。

・転落防止柵等工事の実施。
箇所数：１３箇所　　施工延長：１６
３ｍ
・既存歩道の段差切下げによるバリア
フリー化工事の実施。
箇所数：４０
・交通安全対策として。啓発看板（巻
きシート，路面シール等）を設置。

道路課

46

公園施設のバリ
アフリー化
（再掲）

公園の整備・施設改修の際には，施
設の安全基準，移動円滑化基準に
沿った改修を実施する。

西浜公園園路のバリアフリー化
宮塚公園園路のバリアフリー化

26,848 34,106 B

国庫補助金の配分額の減少のため，公園整
備及び施設改修が計画どおりに実施できな
い場合があるため，課題となっている。

公園の整備・施設改修の際には，施設
の安全基準，移動円滑化基準に沿った
改修を実施する。 公園緑地課

⑥交通施設・公
共施設のバリア
フリー化推進な
ど，高齢者など
すべての人に
とってやさしく
快適なまちづく
りを進めていき
ます。

8



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

47

公共建築物のバ
リアフリー化
（再掲）

公共施設の改修計画に合わせて，バ
リアフリー化を進めていく。

２公共施設（潮見幼稚園・浜風小学校）に
おいて多目的トイレの改良，段差解消を実
施した。（多目的トイレのバリアフリー化
率81.7%）

421,731
（施設全
体の改修
工事費を
含む）

891,229
（施設全
体の改修
工事費を
含む）

B

改修した公共施設について，安全で利用し
やすい施設となった。

分庁舎・岩園保育所・西浜公園におい
て多目的トイレの設置，浜風小学校に
おいてスロープの設置 建築課

48

意思疎通支援事
業

読み書き（代読・代筆）情報支援員
の養成を職員及び権利擁護支援者養
成研修受講修了生を対象に実施す
る。また，本年４月施行の「芦屋市
心がつながる手話言語条例」に基づ
き，手話奉仕員の養成等，手話の普
及啓発の施策推進に努める。

手話奉仕員養成講座（手話入門）を受講し
て，芦屋市の手話奉仕員に登録された方を
対象にフォローアップ研修を開催した。啓
発活動については，全庁的に手話の出前講
座を実施した。 855 233 B

公立小中学校の出前講座（福祉学習）は２
校，フォローアップ研修は１回（9名）。
職員向け研修が23回250名参加した。庁
内研修を実施したが，あいさつと名前だけ
であり，それだけでは啓発にはなったもの
の，手話を学ぶとなると内容の見直しが必
要である。

フォローアップ研修は4回/年，手話
に関するリーフレットは今年度中に作
成予定。職員向研修については内容の
充実に向けて検討する。

障害福祉課

③雇用の促進な
ど，障がいのあ
る人の自立と社
会参加を推進し
ます。

49

障がいのある人
の就労支援

障がいのある人の自立のため，就労
機会の拡大が図られるよう，就労支
援員と阪神南障害者就業・生活支援
センターの連携を継続するとともに
「障がい者就労支援者連絡会」を中
心に関係機関の連携を強化する。

昨年度に比べ普通校に進学した発達障がいや
軽度知的障がいのある高校生の相談が増加。
学校の先生と連携して卒業後の進路の支援を
するケースも増えた。
「継続して働けるよう、企業や他機関と連携
した支援の実施」については、就職してから
落ち着くまでは職場訪問を多くして安定して
くると徐々に訪問回数を減らしていった。就
労移行支援事業所を通して就職された方へは
事業所とも連携して支援した。「家庭が不安
定なケースは、関係機関と連携した支援の実
施」については、家族関係に課題のある人
や、生活困窮のケースでは基幹相談、一般相
談、計画相談の相談員と連携し福祉サービス
利用など生活の基盤が整うよう支援を実施。
「芦屋市役所のチャレンジド雇用への定着支
援、期間満了後の就労へ向けての支援の実
施」については、チャレンジド雇用で、初め
てフルタイムの仕事を体験し、自信をつけて
一般就労へ繋がった人や、まだ就職に結びつ
かなくても現在就労移行支援事業所を利用し
て就職活動をしている人もいる。働くという
ことが具体的にイメージ出来るようになり、
求職活動に意欲的になっている人が多い。
平成２９年度実績
一般就労　１９名
　　Ａ型　１４名

0 0 B

複数の障がいがある方や、生活困窮に陥っ
ているケースも多く、相談がより複雑に
なっている。単に就職だけが目標でなく、
安心して生活出来ることを目指し他機関と
連携した支援が不可欠。
①複雑なケースの増加、その方に合った適
切な対応が出来るように相談員の資質向上
が必要。②登録者が増え、対応する時間が
十分に取れない。

①複雑なケースに対応出来るよう、研
修などに積極的に参加し　相談員の資
質向上を図る。
②医療、福祉、教育、就労、司法な
ど、多様なネットワーク支援を行う。
③芦屋市役所チャレンジド雇用への定
着支援、期間満了後の就労へ向けての
支援の実施

障害福祉課

④障がい児の療
育支援体制の整
備 を 推 進 し ま
す。 50

療育支援の実施 円滑な事業運営が行えるよう，他の
関係機関との連携によるフォロー体
制の整備を検討する。平成２９年度
より家庭療育支援講座を本格実施す
る。

家庭療育支援講座については５月より実施
（１クール：５回　平成２９年度は４名参
加）今後継続的に実施予定。

7 12 B

母親支援については，子供とのかかわり方
について一定評価できた。今後市が主体と
なって実施するための体制づくりや他の関
係機関との連携によるフォロー体制の整備
が課題。

他の関係機関との連携によるフォロー
体制の整備に際して，問題点の整理に
取り組む。

障害福祉課

51

特別支援教育の
推進

・各学校において，障がいのある子
どもの発達段階や特性，教育的ニー
ズを十分に把握し，個別の指導計画
に基づいた教育を進める。
・特別支援コーディネーターを核と
して，各学校園の教職員の特別支援
教育への専門性を高めていく研修を
行う。
・学校園におけるインクルーシブ教
育について研究を行い，取組体制を
整備する。
・特別支援教育支援員，介助員を小
中学校に配置し，個別の支援の充実
を図る。

・特別支援教育センター専門指導員による
巡回指導をし，支援の必要な幼児児童生徒
への個別の指導計画を作成し，支援の充実
に努めた。
・特別支援に係る研修会。研究会に参加
し，特別支援教育への理解と専門性の向上
を図った。
・特別支援教育支援員，介助員を学校園に
配置し，特別な支援を要する幼児児童生徒
を支援した。

57,018 61,884 B

・特別支援コーディネーター会をはじめ，
1年を通して計画的に研修会を行い，専門
性の向上を図ることができた。
・特別支援教育支援員，介助員を各校に計
画的に配置し，幼児児童生徒の支援を行う
ことができた。
・各学校園や保護者からの教育相談に応え
るべく，学校園や関係機関とのさらなる連
携を行い，専門指導員による支援をより充
実していく必要がある。

・各学校において，市内統一した個別
の指導計画を作成し，障がいのある子
どもの発達段階や特性，教育的ニーズ
を十分に把握し，より丁寧な個別指導
の充実を図る。
・特別支援コーディネーターを核とし
て，各学校園の教職員の特別支援教育
への専門性を高めていく研修を行う。
・特別支援教育支援員，介助員を小中
学校に配置し，個別の支援の充実を図
る。

学校教育課

9



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

⑤相談窓口の周
知・啓発に努め
るとともに相談
拠点の充実を図
ります。

52

障がい者相談支
援事業

高浜町に建設予定の社会福祉複合施
設との連携等，相談支援機能の体制
整備の検討を行う。

高浜町１番社会福祉施設建設用地における
社会福祉複合施設の整備について，関係
者・当事者団体を交えて，地域生活支援拠
点の検討会を４回にわたり開催。 0 0 B

地域生活支援拠点の整備に係る課題の整理
ができた。２４時間相談支援体制の構築に
ついては引き続き課題となっている。

平成３０年１０月頃に建物完成し，１
１月に運営開始予定。
社会福祉法人「山の子会」と業務の詳
細について協議。 障害福祉課

⑥障がいを理由
とする差別に関
する相談や争い
事などに対応す
るため，障害者
差別解消支援地
域協議会を設置
し，ネットワー
クの構築を図り
ます。

53

芦屋市障害者差
別解消支援地域
協議会の設置

「障がい者差別解消支援地域協議
会」において，障がいを理由とする
差別の解消に向け，関係機関の連携
を図っていく。

芦屋市障がい者差別解消支援地域協議会設
置要綱第３条に掲げる者を委員とし，２回
/年度協議会を実施した。
第１回では①障害者差別解消法施行に伴う
各機関での取り組み状況について②芦屋市
の取り組み③合理的配慮の推進について，
第２回では①合理的配慮の取り組みについ
て②障害を理由とする差別に関する相談対
応について③平成２９年度芦屋市権利擁護
支援フォーラムその他について協議した。

161 198 B

各委員の取り組みについて情報共有するこ
とができたが，市内すべての障がいのある
人の「こういうことをしてほしい」という
要望を引き出すかが課題。
各関係機関において，個々の職員の意識を
図るために，チェックシートを用いて組織
内の周知を図りたい。

各関係機関において，個々の職員の意
識を図るための，チェックシートにつ
いて、具体的な取り組み方法について
検討する。
各関係機関との情報共有等、連携強化
していきたい。

障害福祉課

54

広報紙等による
啓発

広報紙等による啓発を行う。
平成28年12月に施行した部落差別
解消推進法の周知を行う。

・職員人権研修
　実施日：平成29年8月4日
　内容：部落差別解消推進法の意義と課題
　講師：奥田均さん（近畿大学人権問題研
究所教授）
・部落差別解消推進法リーフレットを
「日々の生活と人権を考える集い2017」
及び市内公共施設で配布・配架し，啓発を
行った。
・ひょうご人権ジャーナル「きずな8月号
（同和問題）」を市内公共施設に配架し，
啓発を行った。

0 0 B

継続して広報紙等で啓発・周知を行う必要
がある。

広報紙等による啓発を行う。
平成28年12月に施行した部落差別解
消推進法の周知を行う。

人権推進課

55

講演会・映画
会・展示会等の
開催

・上宮川文化センターにおいて，市
民に親しみやすい講演会などを実施
する。

○児童センター講演会「もっと知りたい！
子ども心を育む絵本の世界」
参加者：２０名
○児童センター映画会「えっちゃんの戦
争」
参加者：３２０名
○人権啓発映画上映会ヒューマンライツシ
アター（全３回）
参加者：５９９名
○シネポケットひゅーまん
参加者：２５１名

559 646 Ｂ

市内外から多くの参加者を得ることができ
た。

上宮川文化センターにおいて，市民に
親しみやすい講演会などを実施する。

上宮川文化センター

56

差別発言・落書
きなどに対する
意識啓発

差別発言，落書きなどに対する意識
啓発を行う。

ひょうご人権ジャーナル「きずな8月号
（同和問題）」を市内公共施設に配架し，
啓発を行った。（再掲）

0 0 B

インターネットの悪用による差別表現が見
られるため，継続して啓発を行っていく必
要がある。

差別発言，落書きなどに対する意識啓
発を行う。

人権推進課

57

戸籍謄本等の不
正請求，不正取
得に対する意識
啓発

引続き本人通知制度の周知を図るな
かで，周知啓発を行う。

郵送での第三者請求の場合等に，本市で本
人通知制度を実施している旨をお知らせす
る文書を同封して返送するなど周知を図る
ことで不正請求の抑止につながった。 0 0 B

本人通知制度を実施していること自体が不
正請求の抑止力となるので引続き請求者へ
の周知を図っていく必要がある。

引続き本人通知制度の周知を図るなか
で，周知啓発を行う。

市民課

3-5 同
和問題

①人権課題とし
ての同和問題を
より広く啓発し
て，すべての市
民の理解を高め
ます。人権啓
発・住民交流の
拠点施設である
上宮川文化セン
ターにおいて
は，より市民に
親しみやすい講
演会などの事業
に取り組みま
す。

②差別発言・落
書き，戸籍謄本
等の不正取得な
どに対する市民
の正しい認識を
広げます。

10



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

58

「本人通知制
度」の周知

引続き啓発グッズやちらしを作成
し，人権啓発行事等の機会を通じて
周知を図る。

啓発グッズとしてポケットティッシュを作
成し，チラシとともに人権啓発行事等の機
会に配布して周知を図った，

23 24 B

本人通知制度登録者の増加が，不正請求の
抑止力を高めることに繋がるので，引続き
周知を図っていく必要がある。

引続き啓発グッズやちらしを作成し，
人権啓発行事等の機会を通じて周知を
図る。

市民課

59

「本人通知制
度」の適正な運
用

引続き適正な運用に努め，登録者数
の増加を目指す。
平成３２年度までの目標1,000人

平成２９年度末登録者数848人
（前年度から82人増加した）

0 0 A

本人通知制度登録者の増加が，不正請求の
抑止力を高めることに繋がるので，引続き
適正な運用を行うとともに周知に努める。

引続き適正な運用に行い，登録者数の
増加を目指す。
平成３２年度までの目標1,000人

市民課

3-6 外
国人の
人権

①外国人に対す
る偏見や差別意
識を解消するた
めに，文化・生
活習慣の多様性
を尊重する人権
意識の高揚につ
いての教育・啓
発 を 推 進 し ま
す。

60

多様性を尊重す
る人権意識の啓
発

継続して，多様性を尊重する人権意
識の啓発を行う。

広報紙（5月15日号）で特集記事を掲載
し，啓発を行った。
内容：「多文化社会ってどんな社会？」
寄稿者：松岡　洋子さん（岩手大学教育推
進機構グローバル教育センター教授）

35 0 B

効果的な啓発方法を検討していく必要があ
る。

継続して，多様性を尊重する人権意識
の啓発を行う。

人権推進課

61

英語版広報紙等
の発行

テキスト版をホームページで公開し
自動翻訳などの多言語対応を進め
る。

・4月，7月，10月，1月に各１，２００
部発行

0 0 B

外国人住民に役立つタイムリーな情報をで
きるだけ多くの外国人住民に届ける。

英語版のニューズレターだけでなく，
「広報あしや」についてもテキスト版
をホームページで公開し自動翻訳など
の多言語対応を進める。

広報国際交流課

62

モンテベロ市と
の姉妹都市交流

姉妹都市学生親善使節交換事業の実
施。
モンテベロ市紹介パンフレットの作
成。

・姉妹都市学生親善使節交換事業：モンテ
ベロ市へ２名派遣，モンテベロ市から２名
受け入れし，歓送迎会，小中学校訪問など
を行った。（参加者数：のべ７２６人）
・モンテベロ市紹介パンフレットを作成し
た。（４０００部）

86 0 B

姉妹都市交流については，幅広い世代の市
民への周知が必要。

姉妹都市学生親善使節交換事業の実
施。

広報国際交流課

63

外国人への日本
語学習支援教室
の実施

指定管理事業（参加者数）
・指定管理者の実施計画による目標
数値
日本語教室（大人対象）週４日全５
クラス，1,246人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日全
１クラス，310人（講師含む）

指定管理事業（参加者数）
日本語教室（大人対象）週４日５クラス,延
１，９６７人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日１クラ
ス，延３７７人（講師含む）
日本語ボランティア講師ブラッシュアップ
研修１8人（講師含む）

0 0 B

引き続き，指定管理者と協力しながら，日
本語教室を広報する必要がある。

指定管理事業（参加者数）
・指定管理者の実施計画による目標数
値
日本語教室（大人対象）週４日全５ク
ラス，1,４７０人（講師含む）
日本語教室（子ども対象）週１日全１
クラス，２８０人（講師含む）

広報国際交流課

64

民間事業者に委託しているため，事
業計画が適切に行われるように支援
する。

日本語学級を５０回実施，延べ２２３人が
受講。

30 30 B

事業計画に基づき，日本語学級が適切に行
われていることを評価する。

民間事業者に委託している。事業が適
切に行われているかどうか，平成３１
年度の事業計画が適切に作成されるか
どうか注視し，評価する。 公民館

②外国人への情
報提供を充実す
るとともに，子
どもたちも含め
た異文化交流の
機会を広げ，国
籍を超えた相互
の理解とコミュ
ニケーションの
向上を支援しま
す。

③住民票等の不
正請求・不正取
得により市民の
人権が侵害され
ないよう，「本
人通知制度」の
周知と適正な運
用を行います。

11



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

65

国際理解教育の
推進事業

・小学校外国語活動の教科化に向け
て，検討委員会を設置し，協議す
る。
・日本語指導を必要とする帰国・外
国人児童生徒への効果的な支援方策
を探る。

・小学校外国語活動推進事業
　全小学校5，6年生を対象に地域人材と
担任の協働による外国語活動を推進した。
（1学級あたり年間35時間）
・ＡＬＴ配置事業
　全中学校を対象にALTと教科担任の協働
による実践的な外国語授業を実施した。
・帰国・外国人支援連絡協議会を開催し，
支援団体，学校，行政が今後の支援のあり
方を協議した。
・日本語指導が必要な帰国・外国人児童生
徒を対象に通訳および学習支援を行った。
また，放課後の学習支援等を行った。

22,419 32,531 B

・帰国・外国人児童生徒の支援のあり方に
ついては，各学校における個別対応にとど
まっていることから，今後は，帰国・外国
人支援連絡協議会での協議も踏まえなが
ら，全市的な施策について，研究し，その
成果を広げていく必要がある。
・平成３２年度小学校外国語の全面実施に
向けて，検討委員会を設置し，協議してい
く必要がある。

・小学校外国語活動早期化・教科化の
全面実施に向けて，検討委員会を設置
し，協議する。
・日本語指導を必要とする帰国・外国
人児童生徒（特に初期の日本語指導が
必要な児童生徒）への効果的な支援方
策を探る。

学校教育課

66

各種案内の多言
語表記

今後の改修計画においても案内の必
要な施設については，多言語表記へ
の対応を検討していく。

Ｈ29は該当する改修工事がなかったた
め，実績はなし。

0 0

Ｈ29は該当する改修工事がなかったた
め，実績はないが，今後分庁舎新設に伴
い，引き続き多言語表記での対応を行って
いく。

今後の改修計画においても案内の必要
な施設については，多言語表記への対
応を検討していく。

用地管財課
建築課

67

「芦屋市外国人住民への多言語表記
による情報提供に関する基本指針」
に基づき，多言語での情報発信に取
り組む。

・相談窓口案内の英語版を作成（５０部）
・健康カレンダー，ごみカレンダーの英語
版を発行 4 4 B

多言語での効果的・効率的な情報提供 ・相談窓口案内の英語版を作成（５０
部）
・「芦屋市外国人住民への多言語表記
による情報提供に関する基本指針」に
基づき，多言語での情報発信に取り組
む。

広報国際交流課
お困りです課

68

モデル路線においてサインを整備す
る。

・案内サイン設置
   阪神芦屋駅東口改札付近　２箇所
・誘導サイン設置
　鳴尾御影線，駅前線交差付近　２箇所 5,184 6,300 B

・公共サインの規格について，一定の基準
を設けることで良好な都市景観の創出につ
なげることが出来る。
・文字の大きさ等に規格があるため，視認
性の確保に関して課題が残る。

・案内サイン設置
　JR芦屋駅北側　2箇所
・誘導サイン設置
　大正橋付近　2箇所 道路課

69

窓口対応の充実 新入職員を対象に「やさしい日本
語」研修を実施する。

平成29年10月16日，新入職員を対象に
「やさしい日本語」の研修を開催。

0 0 B

引き続き研修等を通じて「やさしい日本
語」を，できる限り多くの職員に周知す
る。

新入職員を対象に「やさしい日本語」
研修を実施する。

広報国際交流課

70

やさしい日本語
表記

一部「やさしい日本語」で発行して
いるが，全部を「やさしい日本語」
で発行する。
新入職員を対象に「やさしい日本
語」研修を実施する。（再掲）

英語版広報紙「アシヤニューズレター」を
一部「やさしい日本語」により発行。
平成２９年１０月２８日，講師に（公財）
兵庫県国際交流協会・村松紀子氏を講師に
迎え，災害時の外国人への情報提供の研修
を開催。30人が参加。

47 49 B

一部「やさしい日本語」で発行している
が，全部を「やさしい日本語」で発行する
必要がある。
引き続き研修等を通じて「やさしい日本
語」を，できる限り多くの職員に周知す
る。（再掲）

英語版広報紙「アシヤニューズレ
ター」を引き続き「やさしい日本語」
により発行。
新入職員を対象に「やさしい日本語」
研修を実施する。（再掲） 広報国際交流課

71

三者間通話シス
テムの導入

広報紙等で外国人への周知を図り，
通訳が必要な外国人からの119番通
報受信時及び現場活動時の要望に応
え，コミュニケーションを図る。

平成28年度から三者間通話システムを導
入（英語，中国語，韓国朝鮮語，ポルトガ
ル語，スペイン語の5言語対応）
相談件数６件：全て英語
（内訳）２件：指令台での救急通報受信に
　　　　　　　使用
　　　　４件：指令台での救急通報受信と
　　　　　　　救急現場での活動時に使用

299 378 B

H２８に3件，Ｈ２９に６件の利用があ
り，コールセンターへの接続及び要望への
対応もスムーズに行えた反面，外国人への
周知が不足していた。

市のホームページや広報紙等を活用し
て外国人への周知を図り，通訳が必要
な外国人からの119番通報受信時及
び現場活動時の要望に応え，コミュニ
ケーションを図る。

消防本部

③各種案内の多
言語表記などの
情報提供をはじ
めとして，外国
人が暮らしやす
い環境づくりを
推進します。

12



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

72

災害時の在住外
国人への支援

・災害時外国人支援講座の開催
・外国人用災害時バンダナの作成

・平成２９年１１月１１日，講師に岩手大
学教育推進機構　グローバル教育センター
教授　松岡　洋子氏を講師に迎え，災害直
後の避難所での支援活動の研修を開催。２
８人が参加。
・外国人用災害時バンダナが完成し，避難
所となる小学校等の防災倉庫に配備した。
・バンダナの認知度を向上させるため，芦
屋市防災総合訓練や外国人サポーター講
座，全戸配布のあしや防災ガイドブックに
て，バンダナを取り上げ，用途や使用方
法，設置場所を啓発した。

1 141 B

・引き続き，災害時の外国人支援について
は，防災訓練や講座等を通じて市民への啓
発を進めていく必要がある。

災害時の外国人支援のための講座の開
催

広報国際交流課
防災安全課

④在住外国人の
市民参画を推進
します。

73

在住外国人の地
域活動への参加

英語版広報紙「アシヤニューズレ
ター」を通じて地域活動への参加を
促す。

英語版広報紙「アシヤニューズレター」に
ボランティア募集等の情報を掲載した。脱
退
（４月，７月，１０月，１月に各１，２０
０部発行。）

595 1,690 B

在住外国人の地域活動への参加を推進する
ため，情報提供等を充実する必要がある。

英語版広報紙「アシヤニューズレ
ター」を通じて地域活動への参加を促
す。

広報国際交流課

3-7
HIV 感
染者な
どの人
権

①各感染症につ
いての正しい知
識を普及すると
ともに，世界エ
イズデーやハン
セン病を正しく
理解する週間な
どを機にして，
広報・講演会な
ど幅広い教育・
啓発を推進しま
す。

74

広報紙等による
啓発

ポスターの掲示，パンフレットの設
置。

「世界エイズデー」にあわせて，保健セン
ターや庁内にポスターを掲示した。

0 0 B

「HIV感染」に限らず，「各感染症」につ
いて，正しい知識を身につけ，当事者の人
権について理解が促進されるよう，周知・
啓発していく必要がある。

ポスターの掲示，パンフレット等啓発
媒体の設置を継続して実施する。

人権推進課
健康課

3-8 犯
罪被害
者など
の人権

75

犯罪被害者等人
権についての啓
発

犯罪被害者等が置かれている状況や
支援の重要性について理解を深める
ために啓発活動を行う。

・大学准教授による職員人権研修「犯罪被
害者支援の現状と取組等について」を開催
し，犯罪被害者支援に対する理解を深め
た。(12月1日）
・弁護士会主催の勉強会に参加し，犯罪被
害者支援に対する理解を深めた。
・条例に基づく支援内容を広報紙へ掲載し
た。（２回）

25 25 B

職員人権研修の開催以降，各課職場研修の
テーマに「犯罪被害者の人権」をとりあげ
る課がいくつか見受けられた。今後も継続
して犯罪被害者への支援の重要性について
理解を深めるため啓発活動が必要である。

犯罪被害者等が置かれている状況や支
援の重要性について理解を深めるため
に啓発活動を行う。

建設総務課
人権推進課

76

犯罪被害者等の
支援

犯罪被害者等に対して，関係機関と
連携して適切な支援を行う。

犯罪被害者の状況について，芦屋警察や
ひょうご被害者支援センターから事前に聞
き取り情報共有を図ったほか，犯罪被害者
に対し，市の条例に基づく支援金の支給を
行った。(１件）

100 654 B

芦屋警察やひょうご被害者支援センターと
の連携は今後も継続していく。犯罪被害者
を日常生活上支援していくために市役所内
での各課連携が今後の課題である。

犯罪被害者等に対して，関係機関と連
携して適切な支援を行う。

建設総務課

①犯罪被害者等
の人権につい
て，広く啓発と
周知を図るとと
もに，犯罪被害
者等を支援して
いきます。

13



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

3-9 刑
を終え
て出所
した人
の人権

①「社会を明る
くする運動」や
犯罪予防活動を
通して，保護司
の役割や周囲の
人びとが社会の
中で見守り支え
ていく更生保護
について理解を
深めるととも
に，社会全体で
支援していける
ような地域社会
の実現に向け
て，啓発活動を
充実していきま
す。

77

「社会を明るく
する運動」など
を通じた啓発活
動

各団体と連携を図り，確実に各種事
業を実施していくことで，当該事業
を広く周知し，地域の理解につなげ
ていく。

社会を明るくする運動の関連事業として，
以下のとおり実施した。
・社会を明るくする運動　芦屋市推進委員
会
　昨年度の決算報告，今年度の活動予定計
画案の協議　等
・7月該当一斉行動日（街頭キャンペー
ン）
　啓発グッズの配布，市民への呼びかけ
・社会を明るくする運動　市民の集い
　参加者　450名
　警察音楽隊の演奏，優良警察官感謝状贈
呈式，講演「子どもの理解と関わりかた～
犯罪者も初めはかわいい赤ちゃんだった
～」　等
・小中学生への啓発　啓発ボールペン配布
・社会を明るくする運動　学習会
・公開ケース研究会（グループ討議）

531 531 B

市民の集いや公開ケース研究などに参加さ
れる保護者（ＰＴＡ協議会や愛護委員とし
ての参加者）からは「よかった」との意見
が９０％以上あり，継続して実施していく
ことの必要性を感じるとともに，一定の効
果があったと考える。
一方，市民の集いに参加する方に偏りがあ
るため，街頭キャンペーンや横断幕の設
置，広報活動等，更なる周知が必要であ
る。
また，小中学生に対する啓発も継続が必要
である。

社会を明るくする運動を通し，周囲の
人びとが社会の中で見守り支えていく
更生保護について理解を深めるため，
市民の集いや街頭キャンペーンでの参
加者数を増やす。

社会福祉課

3-10
情報化
に伴う
人権侵
害 78

情報モラル教育
の実施

・芦屋の人権教育で培った，これま
でのと取り組みの積み上げを生か
し，若手教職員の育成につなげてい
く。また，若手育成の過程におい
て，ベテラン教諭から知識や技術を
伝える機会を設定することで，芦屋
の取り組みを今後もますます発展・
深化させていきたい。

・人権教育に係る内容を含む研修講座を4
回実施し，延べ144名が受講した。
・情報モラルを含むICT研修講座を10回開
催し，71名が受講した。
・兵庫県立芦屋国際中等教育学校にて「携
帯電話やスマートフォンの正しい利用の仕
方を知る」というテーマで人権教室を実施
し，４７０名が参加した。

90 100 B

・教育活動に係る多くの研修の中に，人権
に係る要素を取り入れることで，多くの教
職員に対して研修・啓発を行うことができ
た。
・SNS利用等，情報モラルやリテラシー
に係る内容について，教職員対象の研修を
拡充していく必要がある。

・芦屋の人権教育で培った，これまで
のと取り組みの積み上げを生かし，若
手教職員の育成につなげていく。ま
た，若手育成の過程において，ベテラ
ン教諭から知識や技術を伝える機会を
設定することで，芦屋の人権教育の取
り組みを今後もますます発展・深化さ
せていきたい。

打出教育文化センター
人権推進課

79

啓発活動，研修
会，講演会等の
実施

インターネット，スマートフォンに
関する啓発活動を行う。

・青少年育成愛護委員会と共催でスマホに
潜む危険性についての研修会を，西宮サ
ポートセンター所長を招き実施した。（1
月16日。参加者41人）
・２月２０日には中学校区青少年健全育成
推進会議と合同で「スマホより親子の会話
を」と題した研修会を実施した。（参加者
63人）また，「子ども向けインターネッ
トルールガイド」などの啓発資料を配布し
た。

29 29 B

・インターネットやスマホの急速な進展に
対しては，兵庫県警の担当者や実際にサイ
バーパトロールを行っている方から今現実
に起こっている事象やその対策についての
研修会を実施した。

・インターネットやスマホの急速な進
展に対応して，保護者，青少年関係者
の情報リテラシー（活用能力）や情報
モラルが向上するように，研修会，啓
発活動を実施する。

青少年愛護センター

②市の各種広報
について，人権
の視点から検証
し，適切な情報
提 供 を 図 り ま
す。

80

人権の視点から
適切な情報発信
を行う

継続して，人権の視点に立ち，適切
な情報発信を行う。

新たに職員向けのマニュアルを作成し，広
報紙やホームページ等の作成にあたって，
人権の観点から使用することが好ましくな
い用語を使用しないよう啓発を行った。

0 0 A

・新たに職員向けのマニュアルを作成し，
統一した基準を設けたことで人権の視点に
立った適切な情報発信と意識向上につな
がった。
・法改正等により使用できない用語，使用
することが好ましくない用語等の検証を随
時行っていく必要がある。

継続して，人権の視点に立ち，適切な
情報発信を行う。

広報国際交流課
人権推進課

①インターネッ
トの適切な利用
について，子ど
もを含めた教
育・啓発活動を
推進します。情
報収集や発信に
おける個人の責
任や情報モラル
についても理解
を深めていく教
育・啓発活動を
進めていきま
す。

14



主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

3-11
性的少
数者の
人権

①性的少数者の
人たちは，社会
の無理解に苦し
んでいることも
多いことから，
「性的指向」や
「性自認」につ
いて，また，多
様な性があるこ
とについて正し
い理解が進むよ
う に 啓 発 し ま
す。
性的少数者の人
たちが，とくに
教育や就労の場
などで差別やい
じめに結びつく
こ と が な い よ
う，広く啓発活
動を進めます。

81

性的少数者に対
する正しい理解
の啓発

広報における特集や主要記事の掲載 ・人権週間記念事業「日々の生活と人権を考
える集い201７」を開催
内容：仲岡しゅんさん講演会「性的マイノリ
ティってなに？」～楽しく学ぶ，ジェン
ダー，セクシュアリティ～
実施日：平成29年11月8日  参加者：４２９
人
・第61回ふれ愛シネサロン
啓発映画「彼らが本気で編むときは、」を上
映（2回）
実施日：平成30年2月3日　参加者：２０４
人
・職員人権研修
内容：「セクシュアルマイノリティを知る」
実施日：平成３０年２月９日
講師：レインボー神戸　主宰　内藤れん　さ
ん
参加者：４５人
・広報紙による啓発（3月1日号）
内容：セクシュアルマイノリティ（性的少数
者）の人権「誰もが「自分らしく」生きられ
る社会へ」
・職員が性的少数者の理解者であることをわ
かりやすく示す「レインボーカラーバッチ」
を作成した。
・ポスター展の開催「LGBTって知って
る？」（淀川区作成）

862 0 A

広報紙・講演会・研修等で，重点的に啓発
を行い，周知・理解を深められた。
継続して，性的少数者に対する正しい理解
が進むよう啓発の機会を増やしていく必要
がある。

性的少数者に対する正しい理解が進む
よう啓発の機会を増やす。

人権推進課

②性別違和を持
つ人たちに配慮
するため，公文
書等における性
別記載の調査を
実施し，法令等
の制約がない文
書については，
削除するよう進
めます。

82

申請書等の不要
な性別記載欄の
削除。

・継続して，申請書等における不要
な性別記載欄の削除を行う。
・新規に作成する申請書等につい
て，性別記載欄が不要なものは，性
別記載欄を設けないようにする。

性別記載欄の削除が可能な申請書等におい
て，性別記載欄の削除を行った。

0 0 B

未対応のものについて，進捗管理を行って
いく必要がある。

・継続して，申請書等における不要な
性別記載欄の削除を行う。
・新規に作成する申請書等について，
性別記載欄が不要なものは，性別記載
欄を設けないようにする。

人権推進課

3-12
その他
の人権
問題

①アイヌの人々
の民族としての
歴史・文化・伝
統及び現状に関
する認識と理解
を深めていくた
め，関係機関等
と 連 携 し ， 教
育・啓発活動を
進めます。

83

アイヌの方々の
歴史や現状に関
する認識と理解
を深める啓発

アイヌの方々の相談窓口の周知をは
じめ，歴史や現状に関する認識と理
解を深める啓発を行う。

（公財）人権啓発センターが実施するアイ
ヌの方々の相談事業についてポスターやチ
ラシによる周知を行った。

0 0 B

ポスターやチラシでの啓発にとどまってい
る。民族としての伝統や現状の認識，理解
の具体的啓発を考える必要がある。

アイヌの方々の相談窓口の周知をはじ
め，歴史や現状に関する認識と理解を
深める啓発を行う。

人権推進課

②北朝鮮当局に
よ る 拉 致 問 題
は，喫緊の国民
的課題であり，
この問題につい
ての正しい知識
の普及を図り，
関心と認識を深
めていく啓発活
動 を 推 進 し ま
す。

84

北朝鮮当局によ
る拉致問題につ
いての関心と認
識を深める啓発

北朝鮮人権侵害問題啓発週間」にお
ける啓発を行う。

啓発週間ポスターの掲示
広報紙による啓発

0 0 B

効果的な啓発方法を検討していく必要があ
る。

北朝鮮人権侵害問題啓発週間」におけ
る啓発を行う。

人権推進課
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主な人
権課題

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

③ヘイトスピー
チ ， ワ ー キ ン

グ・プア
＊
，ブ

ラック企業
＊
など

新たな課題に対
して，実態を把
握 す る と と も
に，人権の視点
から対応の検討
を進めます。

85

新たな課題に対
する市民の理解
の促進

ヘイトスピーチを中心にポスターの
掲示などを通じ，周知・啓発を行
う。

・啓発ポスターの掲示。

0 0 B

新たな人権課題に対する取組を積極的に周
知し，啓発を行っていく必要がある。

ヘイトスピーチを中心にポスターの掲
示などを通じ，周知・啓発を行う。

人権推進課
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地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

4-3 地
域

1

・芦屋市人権教育推進協議会の自主的
な活動がより円滑に，かつ充実するよ
う支援する。

・芦屋市人権教育推進協議会の理事会や委
員会等にオブザーバーとして出席し，求め
に応じてアドバイスを行った。また，定期
総会，全体研修会，研究大会の準備・支援
を行った。

1,119 1,119 B

・芦屋市人権教育推進協議会の円滑な
運営のための支援を行うことができ
た。

・芦屋市人権教育推進協議会の自主的
な活動がより円滑に，かつ充実するよ
う支援する。

生涯学習課

2

・芦屋市人権教育推進協議会と連携し
人権週間記念講演会を実施する。

人権週間記念事業「日々の生活と人権を考
える集い201７」を開催
内容：仲岡しゅんさん講演会「性的マイノ
リティってなに？」～楽しく学ぶ，ジェン
ダー，セクシュアリティ～
参加者：４２９名

555 721 B

・アンケート回収率66.2%
・講演を聞いて，人権問題に対する関
心や理解が深まったとする回答が
97.9%であり，本講演会が人権啓発
事業として効果があったものと認めら
れる。
また，講演会の中で多様な性があると
いうことをわかりやすく伝えるため，
折り紙を使って説明をしたところ，非
常に好評であった。
・若年層の参加者を増やす工夫をする
必要がある。

・芦屋市人権教育推進協議会と連携し
人権週間記念講演会を実施する。

人権推進課

3

人権週間啓発事業 法務局，人権擁護委員と連携して人権
週間啓発事業を実施

人権週間記念事業「日々の生活と人権を考
える集い201７」にあわせて，法務局，
人権擁護委員と連携し啓発を行った。
人権啓発リーフレット等を配布。

0 0 B

・平成２８年度は，JR芦屋駅周辺に
て街頭啓発を行ったが，人権週間記念
講演会の開催にあわせて啓発を行った
ことで，より効果的に市民に啓発を行
うことができた。

法務局，人権擁護委員と連携して人権
週間啓発事業を実施

人権推進課
生涯学習課

4

人権教室 人権擁護委員による児童対象の人権教
室を実施

①兵庫県立芦屋国際中等教育学校
「携帯電話やスマートフォンの正しい利用
の仕方を知る」参加者：４７０名
②岩園幼稚園
「紙芝居や人権キャラクターを用いて思い
やりの心，命の大切さを学ぶ」参加者：４
４名
③山手小学校
「啓発DVDや人権キャラクターを用いて
思いやりの心，命の大切さを学ぶ」参加
者：３年生児童１２８名

0 0 A

それぞれの発達段階に応じた人権教育
を行うことで，思いやりの心，命の大
切さを学ぶことができた。また，近年
増加しているインターネット等におけ
る人権侵害について，正しい利用方法
や危険性について学ぶことができ，人
権意識の向上につながった。

人権擁護委員による児童対象の人権教
室を実施

人権推進課

5

社会福祉施設，特
設人権相談

人権擁護委員と連携して，H30年度
の実施に向けて準備する。

人権擁護委員及び関係機関と調整して，福
祉施設の候補を考えた。

0 0 B

受け入れ態勢の整った施設を選定する
のに苦慮。施設利用者とその家族等に
広報する手段を工夫する必要がある。

人権擁護委員と連携して，特設人権相
談所を実施する。

人権推進課

第3次芦屋市人権教育・人権啓発に関する総合推進指針進行管理調査表

〇地域・事業所・その他の場や機会の人権教育・人権啓発の方向性に沿った進行管理

①社会教育関係
機関・団体，芦
屋市人権教育推
進協議会との連
携を深め，学
習・啓発の機会
を充実します。

関係団体との連携
による事業の実施

17



地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

②出前講座の推
進など，自治会
などが実施する
啓発・学習活動
に対する場所や
機会の提供，交
流の促進などを
通じて，地域に
おける人権意識
の向上と地域の
教育力を高めま
す。

6

生涯学習出前講座
の案内，募集，実
施

平成28年度の準備を踏まえ，あしや
学びあいセミナー及び社会教育関係団
体公募提案型補助金制度を，平成29
年度に円滑に実施すること。

・生涯学習出前講座の実施（46件）
・あしや学びあいセミナーの実施（4件）
・社会教育関係団体公募提案型補助金制度
の実施（交付決定９件）

280 750 B

新規事業である，あしや学びあいセミ
ナー及び社会教育関係団体公募提案型
補助金制度を円滑に実施することがで
きた。今後は，２つの制度の更なる周
知が必要である。

生涯学習出前講座，あしや学びあいセ
ミナー及び社会教育関係団体公募提案
型補助金制度を引き続き円滑に実施
し，生涯学習の推進を図る。

関係課

③ 地 域 で の 行
事・イベントな
どの場と機会を
活用した啓発活
動 を 推 進 し ま
す。

7

地域の行事，イベ
ントなどの場を活
用した啓発活動

様々な行事，イベントの場で啓発活動
を行う。

コミュニティスクールの夏祭りや福祉フェ
アにおいて啓発グッズを配布した。

0 0 B

子どもから大人まで多くの参加者が見
込めるイベントにて啓発グッズを配布
できたので，人権意識の向上につな
がった。

様々な行事，イベントの場で啓発活動
を行う。

関係課（人権推進課）

④地域で人権教
育・人権啓発を
推進する指導者
の養成に取り組
みます。

8

人権啓発リーダー
の養成講座の実施

新たな人権課題をテーマとして実施す
る。

○上宮川文化センター人権講演会
内容：人権問題をみんなで考え，正しく学
ぶ。ＬＧＢＴって何？
講師：内藤れん氏（コミュニティースペー
ス「れいんぼー神戸」主宰）
参加者：５９名

31 105 B

全国隣保館連絡協議会女性職員等研修
会と共催したことにより，広域的な教
育・啓発を行うことができた。
例年１回あたりの参加者数の増加な
ど，対象を拡大する方向で調整が必
要。

開催場所，時期，内容，対象者，事業
名について検討し，より大きな効果を
得られるよう実施する。

上宮川文化センター

18



地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

9

事業所人権研修の
実施

商工会と協力し，会員事業者をはじめ
とする勤労者を対象とした人権教育講
座を開催する。

企業人権啓発セミナー２０１８の開催
内容：「落語の世界で学ぶ人権」
講師：落語家　月亭八斗　氏
参加者数：67名（H28年:20名）

89 35 B

親しみやすい落語を通じて，人権につ
いて学ぶ機会を設けることで，人権へ
の関心を深めると共に，人権意識の向
上につながった。

引き続き商工会と協力し，会員事業者
をはじめとする勤労者を対象とした人
権教育講座を開催する。

地域経済振興課
人権推進課

10

福祉施設における
特設人権相談所開
設（再掲）

人権擁護委員と連携して，H30年度
の実施に向けて準備する。

人権擁護委員及び関係機関と調整して，福
祉施設の候補を考えた。

0 0 B

受け入れ態勢の整った施設を選定する
のに苦慮。施設利用者とその家族等に
広報する手段を工夫する必要がある。

人権擁護委員と連携して，特設人権相
談所を実施する。

人権推進課

4-5 そ
の 他 の
場 や 機
会 11

・人権教育・啓発を行う際に，阪神地
域における関係機関と連携する。

・「日々の生活と人権を考える集い201
７」では，阪神地区人権・同和教育研究協
議会に研修の開催を案内し，阪神地域を中
心に市外からも多くの方が参加した。
参加者：１８８名（アンケート回答者）

555 721 B

・市外からの参加者も多く，広域的な
教育・啓発を行うことができた。

・人権教育・啓発を行う際に，阪神地
域における関係機関と連携する。

人権推進課
人事課

12

Ｈ２９年度についても適切に本事業を
継続実施する。

・全国隣保館連絡協議会女性職員等研修会
と共催で上宮川文化センター人権講演会を
開催した。
内容：人権問題をみんなで考え，正しく学
ぶ。ＬＧＢＴって何？
講師：内藤れん氏（コミュニティースペー
ス「れいんぼー神戸」主宰）
参加者：５９名
・パネル展示
期日：平成２９年１２月１８日（月）～２
５日（月）
内容：ＬＧＢＴを正しく学ぶ
ポスター提供：関西学院大学・宝塚市・大
阪市淀川区他

31 75 Ｂ

共催したことにより，広域的な教育・
啓発を行うことができた。また，関西
学院大学等の協力により，充実した内
容のポスター展を開催できた。

Ｈ３０年度についても，適切に本事業
を継続実施する。

関係課（上宮川文化セ
ンター）

4-4 事
業所

①経営者などに
対し，特に人権
に関わる法令順
守について啓発
します。研修会
の開催など人権
教育・啓発の実
施を呼びかける
とともに，講師
などの人材紹
介，施設・情
報・教材の提供
などの支援を行
います。

広域的な人権教
育・啓発等の実施

①阪神地域など
広域的な観点に
立った教育・啓
発活動を図りま
す。またこの一
環として，情報
の共有や広報媒
体・教材の共同
開発，啓発セミ
ナーの共同実施
などに取り組み
ます。
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地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

・ 公 職 に あ る
人，地元出身で
知名度の高い人
など人権の実現
に影響を与える
人 び と へ の 教
育・啓発への協
力依頼などを図
り，効果を高め
ます。

13

公職にある人，地
元出身で知名度の
高い人等による人
権教育・啓発の実
施

公職にある人，地元出身で知名度の高
い人等による人権教育・啓発を実施す
る。

・人権週間記念事業「日々の生活と人権を
考える集い201７」開催
内容：仲岡しゅんさん講演会「性的マイノ
リティってなに？」～楽しく学ぶ，ジェン
ダー，セクシュアリティ～　参加者：４２
９名
・芦屋市企業人権啓発セミナー2018開催
内容：落語の世界で学ぶ人権
講師：月亭八斗さん（落語家）参加者：
67名
・広報紙による啓発（5月15日号）
内容：「多文化社会ってどんな社会？」
寄稿者：松岡　洋子さん（岩手大学教育推
進機構グローバル教育センター教授）

679 826 B

・性的少数者，外国人に対する理解の
促進につながった。
・事業者，市民の人権意識の向上を図
る機会となった。

公職にある人，地元出身で知名度の高
い人等による人権教育・啓発を実施す
る。

人権推進課

②市の広報紙を
中心に，ホーム
ペ ー ジ ， 広 報
チャンネル，ま
ちナビ，広報掲
示板をさらに活
用した啓発活動
を推進するとと
もに，特徴ある
イベントで各種
のマスメディア
を効果的に活用
します。

14

広報媒体，マスメ
ディアを活用した
啓発

人権に関するイベントにおいて，様々
な広報媒体を活用するとともに，マス
メディアを効果的に活用する。

人権に関するイベントを実施する際に，広
報紙，ホームページ，まちナビ，ケーブル
テレビ，広報掲示板等で告知した。また，
大規模のイベントにおいては，各種のマス
メディアに積極的に情報提供を行った。

0 0 B

人権に関するイベントにおいて，市内
だけでなく，市外からも多くの参加者
を得られた。

人権に関するイベントにおいて，様々
な広報媒体を活用するとともに，マス
メディアを効果的に活用する。

広報国際交流課
関係課

20



地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

5-1 職
員 の 意
識向上

15

人権に関わる研修 ・人材育成実施計画（平成２７～２９
年度）に基づき，人権意識を高める研
修を実施する。
・各種，行政課題に沿った研修の実施
について検討する。

①人権教育推進協議会講演会
　「みんなが笑顔になるために」～気づきと
実行～　参加者　１３名
②人権週間記念事業
「性的マイノリティってなに？」～楽しく学
ぶ，ジェンダー，セクシュアリティ～　参加
者　６８名
③職員人権研修（前期）
「部落差別解消推進法の意義と課題」
　参加者　９３名
④職員人権研修（後期）
「犯罪被害者支援の現状と取組について」
　参加者　７８名
⑤第３回職員人権研修
「セクシュアルマイノリティを知る」
参加者　４５名
⑥企業人権セミナー
「落語の世界で学ぶ人権」
参加者　１９名
⑦人権啓発映画会（第６１回ふれ愛シネサロ
ン）「彼らが本気で編むときは、」
参加者　１０名
⑧人権リーダー養成講座
「セクシュアルマイノリティって何？」～Ｌ
ＧＢＴを正しく学ぶ～　参加者　１６名
⑨男女共同参画研修
「女性活躍推進とワーク・ライフ・バラン
ス」
参加者　４０名

1,062 1,275 B

・各種，行政課題に沿った人権研修を
実施することができた。

・人材育成実施計画（平成30～33年
度）に基づき，人権意識を高める研修
を実施する。
様々な人権問題をテーマに研修を実施
する。

人権推進課
人事課
男女共同参画推進課
上宮川文化センター
地域経済振興課

16

講演会，研修会へ
の参加促進

重点的に取り組む人権課題に対する研
修を行う。

・性的マイノリティに対する人権など重点
的に取り組む課題に対する研修を行い，研
修を実施する際には，職員用の庁内ＬＡＮ
の掲示板に研修案内を掲載し，研修を周知
するとともに，庁議，課長級へのメール配
信によって，職員の研修参加を呼び掛け
た。
・芦屋市人権教育推進協議会が主催する
「人権教育推進協議会講演会」に職員を派
遣した。

0 0 B

・職員の研修参加を促進することがで
きた。

市が主催する研修や講演会のほか，関
係団体が主催する講演会への参加を促
進させる。

人事課
人権推進課

〇市職員等への教育・啓発

①職務に応じ人
権意識を高める
研修の充実に努
めるとともに，
人権をテーマと
した講演会・研
修会への参加を
促すことで人権
意識の高揚を図
ります。

21



地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

18

学校内のセクシュ
アル・ハラスメン
ト防止対策

引き続き，ハラスメントのない職場環
境づくりに努めるとともに，教職員が
気軽に相談できる体制づくりに努め
る。

・相談窓口を設置するとともに，職場内で
の啓発に取り組み，相談しやすい職場環境
づくりに努めた。
・相談窓口を設置し，芦屋市「職場におけ
るハラスメント防止に向けた取扱指針」を
周知，さらにはリーフレットを全校配布し
た。（市内小中学校11校）

0 0 B

県や市の通知を有効に活用し，教職員
の意識の向上を図った。常に意識が高
い状態が続くよう啓発すること。

引き続き，ハラスメントのない職場環
境づくりに努めるとともに，教職員が
気軽に相談できる体制づくりに努め
る。

教職員課

19

庁内におけるセク
シュアル・ハラス
メント防止対策

・「ストップ ザ ハラスメント」の
リーフレットを作成し，職員に配布
し，周知を図る。
・事案に的確に対応できるスキルを習
得できるよう，管理監督職，セクシャ
ルハラスメント相談員を対象に「ハラ
スメント対策研修」を実施する。

・「ストップ ザ ハラスメント」のリーフ
レットを作成し，職員に配布し，周知し
た。
・部長・課長級職員及びハラスメント相談
員を対象に「EAPラインケア研修会」を
開催し，ハラスメント対応の実際について
理解を深めた。（年１回） 5,994 6,480 B

・セクシャルハラスメント相談員及び
管理監督職について，ハラスメント相
談の知識，スキルを向上させることが
できた。
・具体的な事案に対しても的確に対応
できるように研修内容の充実を図る。

・「ストップ ザ ハラスメント」の
リーフレットを作成し，職員に配布
し，周知を図る。
・事案に的確に対応できるスキルを習
得できるよう，管理監督職，セクシャ
ルハラスメント相談員を対象に「ハラ
スメント対策研修」を実施する。 人事課

17
人権推進課
人事課

・継続して各職場に人権リーダーを設
置し，職場人権研修を行う。
・様々なテーマで研修をしてもらうた
め，職員人権研修や講演会等の参加を
促進させる。

・主な人権課題からテーマを選定し，職場
単位で研修を実施（平成２９年７月～平成
３０年３月）
・職場単位で人権リーダーを設置し，様々
な人権課題をテーマにし，意見交換等を
行った。

・職場単位で実施し，意見を出し合う
ことによって職場全体で人権について
考える機会となり，意識の向上につな
がった。

B

・継続して各職場に人権リーダーを設
置し，職場人権研修を行う。
・様々なテーマで研修をしてもらうた
め，職員人権研修や講演会等の参加を
促進させる。

1 1

②管理職は人権
感覚を習得する
とともに所属職
員の人権に対す
る理解を深める
ことを目的とし
て，すべての部
署において施
策・事業ごとに
人権課題の整理
を行い，職場単
位での自己啓発
や研修の充実に
取り組みます。
各職場での人権
意識を高めるた
め，そのリー
ダーとなる人権
啓発・研修担当
員の設置につい
て検討します。

③セクシュア
ル・ハラスメン

ト
＊
，パワー・ハ

ラスメント
＊
の問

題をはじめ，さ
まざまな職場の
人権問題に対し
て迅速かつ効果
的に対応できる
庁内体制を充実
します。また，
各部署における
コミュニケー
ションを高める
とともに，明る
く働きやすい職
場環境をつくり
ます。

職場人権研修の実
施

22



地域・事
業所・そ
の他の場

方向性 NO 事業内容 Ｈ２９事業実施目標 Ｈ２９事業実施実績
H２９歳出
決算額
（千円）

H３０歳出
予算額
（千円）

所
管
課
評
価

Ｈ２９実施効果・課題 Ｈ３０事業実施目標 所管課

5-2 特
定 職 業
従 事 者
の 意 識
向上

20

計画的な人権研修 ・各学校の人権教育全体計画及び年間
指導計画を整備し計画に沿った実践を
深める。
・人権教育に関する教職員の資質の向
上を目指した研修会を実施する。

・学校園の実態を踏まえ，子どもの発達段
階に応じた人権教育を計画的に実施した。
・人権研修会を計画的に開催し，教職員の
人権意識の向上を図った。
・芦屋市人権教育推進協議会との連携を
図った。
・児童生徒の人権意識の高揚と，実践的な
態度の育成を目指して，各学校が独自の課
題を設定し，研修を実施した。また，引き
続き全小中学校で人権作文に取組み，人権
作文集「ふれあい」を発行した。

129 156 B

・各学校が自校の実情に合わせた課題
について外部講師を招いての研修を実
施するケースが増えてきた。今後は，
複雑化してきているネット環境下での
問題や性的マイノリティの問題など，
今日的な人権課題に対する理解を深め
る研修にも取り組む必要がある。

・各学校の人権教育全体計画及び年間
指導計画を整備し計画に沿った実践を
深める。
・複雑化してきているネット環境下で
の問題や性的マイノリティの問題など
今日的な人権教育に関する教職員の資
質の向上を目指した取り組みを実施す
る。 学校教育課

21

課題別研修 ・芦屋の人権教育で培った，これまで
のと取り組みの積み上げを生かし，若
手教職員の育成につなげていく。ま
た，若手育成の過程において，ベテラ
ン教諭から知識や技術を伝える機会を
設定することで，芦屋の取り組みを今
後もますます発展・深化させていきた
い。

・初任者研修において芦屋の同和教育の歴
史や児童生徒との関わりの中での人権意識
を学ぶ研修を行った。
・ベテラン教諭が講師となり，若手教員が
学ぶ研修「子どもの笑顔輝く学級開き授業
開き準備講座」を学年末に実施した。 49 50 B

・初任者研修講座において12名の新
任教員が「子どもが抱える困難への気
付き，対応や一人一人を大切にする指
導法」などについて学ぶことができ
た。
・子どもの見方や叱り方，認め方など
子どもの人権を大切にする具体的な指
導法をベテラン教諭から学ぶことがで
きた。(参加者24名・参加者評価4点満
点中3.9点)

・芦屋の人権教育で培った，これまで
のと取り組みの積み上げを生かし，若
手教職員の育成につなげていく。ま
た，若手育成の過程において，ベテラ
ン教諭から知識や技術を伝える機会を
設定することで，芦屋の取り組みを今
後もますます発展・深化させていきた
い。
・人権同和教育に焦点化させた研修を
企画する。

打出教育文化センター

22

個人情報の保護に対する注意喚起を継
続して実施する。

保健福祉センター内に従事している福祉関
係者・保健関係者（事業所職員を含む）等
に対して，個人情報等の保護を徹底するた
め情報セキュリティの実施方策（パソコン
本体へセキュリティをかける，パソコン等
施錠管理の徹底・盗難防止ワイヤーの取付
け，書類はカウンターの内側に取り込むな
ど...）を毎週開催している館内連絡会を通
じて，実際に他所で起きた事例や芦屋市の
取組をあげながら，随時注意喚起してき
た。

0 0 B

個人情報の保護やプライバシーへの配
慮は保健福祉センター従事者として当
然理解しているが，実例を踏まえ，対
策を周知することで，意識の向上・具
体的な行動へつなげられるよう努めて
いる。

継続して実施する。

関係課(福祉セン
ター）

23

継続して実施。 業務に関する研修に積極的に参加した。
また，自主的な研修にも参加した。
・部内研修
・課内研修
・人権研修会
・権利擁護研修
・生活困窮者研修
・社会福祉主事研修　　等

0 0 B

職員の人権意識が高まり，処遇の充実
につながった。

・レインボーバッジを活用し，課内で
の人権研修に取り組む。
・引き続き部内，庁内，対外的な研修
に積極的に参加し，人権意識を高め
る。 関係課(生活援護課）

③私立学校，各
種学校等や民間
の医療施設，福
祉施設等に対し
ては，関係者に
対する人権意識
を高めるための
研修や教育の充
実を促します。

24

関係機関への研修
の実施

継続して実施。 病院入院患者，福祉施設入所者への訪問を
通して，被保護者の処遇の確認を行い，施
設関係者と情報交換を行った。(約25世
帯）

0 0 B

長期に入院・入所している被保護者の
実態を把握し，人権に則った適正な処
遇が行われているか確認し，生活保護
の原理・原則を周知した。

長期に入院・入所している被保護者が
孤立せず安心して生活ができるよう，
また，職員が尊厳をもって接遇できる
よう情報を共有する。

関係課（生活援護課）

②福祉関係者，
医療・保健関係
者，消防職員に
ついては，市民
の健康・生命や
財産に接する機
会が多いことか
ら ， プ ラ イ バ
シー保護への配
慮を徹底すると
ともに，相談業
務などにおいて
相談者それぞれ
が相手の立場に
立った適切な対
応 が 行 え る よ
う，研修を充実
します

プライバシー保護
の徹底，相談業務
に関する研修の実
施

①教職員につい
ては，園児・児
童・生徒それぞ
れの発達段階に
対応した人権研
修を進めるとと
もに，家庭や地
域との連携のも
とに人権課題の
解決に積極的な
役割を果たすこ
とを推進しま
す。

23


